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1. 平成27年3月期第3四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第3四半期 125,273 △5.2 2,607 △30.6 3,638 △26.6 2,107 △14.0
26年3月期第3四半期 132,092 12.7 3,755 △2.1 4,955 14.9 2,451 437.3

（注）包括利益 27年3月期第3四半期 4,284百万円 （△1.9％） 26年3月期第3四半期 4,369百万円 （165.4％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第3四半期 17.16 ―
26年3月期第3四半期 19.54 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

27年3月期第3四半期 140,648 43,559 27.6
26年3月期 135,890 41,419 27.3
（参考）自己資本 27年3月期第3四半期 38,886百万円 26年3月期 37,154百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無  

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 3.75 ― 3.75 7.50
27年3月期 ― 3.75 ―
27年3月期（予想） 3.75 7.50

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 170,000 △5.8 3,600 0.6 4,500 △10.5 2,400 △5.7 19.59
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(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。実際の業績等に影響を与える
可能性のある重要な要因には、以下の事項があります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。 
(1) 新設住宅着工戸数の変動 
(2) 原木及び合板価格の変動 
(3) 原油や石化製品価格の変動 
(4) 為替相場の変動 
(5) 自然災害の発生 
(6) 株式市場 
(7) 金利変動 
(8) 買収・提携関連 
(9) 品質保証 
(10) 知的財産 
(11) 会計関連 
(12) 環境関連 
(13) 法的規制関連 
(14) 情報セキュリティー 
 上記の事業等のリスクの詳細につきましては、有価証券報告書（平成26年６月30日提出）の「第一部【企業情報】 第２【事業の状況】 ４【事業等のリスク】」をご
覧ください。また、業績予想の前提となる条件等については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的情報 （３）連結業績予想などの将来予測情報に
関する説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期3Q 130,875,219 株 26年3月期 130,875,219 株
② 期末自己株式数 27年3月期3Q 9,357,201 株 26年3月期 5,392,696 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期3Q 122,817,010 株 26年3月期3Q 125,484,113 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、緩やかな回復基調が続いているものの、消費税率引上げに伴う駆け

込み需要の反動により弱い動きもみられるなど、景気の見通しに不透明さが残る環境となりました。 

 住宅市場におきましては、相続税対策等により賃貸住宅は比較的好調を維持しているものの、新築戸建住宅では

反動減の影響が長引いており、新設住宅着工戸数が９ヶ月連続で前年に比べ減少傾向となるなど、厳しい状況が続

きました。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、新設住宅着工に依存しない経営体質にするため、中期経営計画で

拡大４市場と位置づけているリフォーム市場、海外市場、産業資材分野及びエンジニアリング市場の攻略を進める

とともに、国内の非住宅建築（公共・商業建築）分野の市場開拓を目的とした組織を新たに設置し、提案活動を強

化いたしました。拡大４市場においては、ＴＯＴＯ㈱、ＹＫＫ ＡＰ㈱と共同で運営するＴＤＹ福岡コラボレーシ

ョンショールームを６月にオープンするなど、リフォーム市場におけるエンドユーザーに対する提案の場を拡げま

した。また、ＭＤＦなどのエコ素材の用途展開・新規採用先の開拓を進め、産業資材分野及び海外市場での拡販に

努めました。 

 上記の拡大施策に加え、比較的好調な賃貸住宅市場等において販売の拡大に努めましたが、新築戸建住宅市場の

反動減に加え、堅調と思われたリフォーム市場でも反動減の影響が想定よりも大きく、苦戦を強いられました。ま

た、利益面においても、急激な為替変動による合板などの輸入品を中心とした原材料コストの上昇に対して、各種

合理化の実施や売価への転嫁を進めましたが、そのすべてを吸収するには至りませんでした。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高1,252億73百万円（前年同期比5.2％減）、営業利益26億

７百万円（前年同期比30.6％減）、経常利益36億38百万円（前年同期比26.6％減）、四半期純利益21億７百万円

（前年同期比14.0％減）となりました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

（住空間事業） 

 住空間事業につきましては、新設住宅着工戸数の反動減の影響を受けましたが、比較的好調な賃貸住宅市場、近

年攻略に向け取り組んでいる高齢者住宅・施設市場での売上拡大に努めました。賃貸住宅市場においては、市場ニ

ーズの高まりから防音を切り口とした製品の採用が増え、売上を伸ばしました。高齢者住宅・施設市場において

は、車いすでの入室や介助をラクにすることができる業界初の開閉機構のドア「ひきドア」を新たに発売するな

ど、同市場向けの製品を拡充し、提案の幅を拡げました。 

 また、非住宅建築分野における市場開拓・商品開発に力を入れ、富山県産スギを使用した不燃壁材を北陸新幹線

富山駅に提案し、採用されるなど、同分野での実績づくりを推進しました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高643億43百万円（前年同期比7.3％減）、経常利益21億79

百万円（前年同期比39.5％減）となりました。 

 

（エコ事業） 

 エコ事業につきましては、ＭＤＦにおいて、新設住宅着工戸数の減少に伴う需要減はあったものの、床用ＭＤＦ

の採用増により売上を伸ばしました。また、畳おもてにおいては、生産・販売体制の強化により当社シェアが順調

に拡大していることに加え、専門の畳加工技術なしで設置できるインテリア畳「ZIPANGここち和座」を新たに発売

し、住環境における畳文化・畳市場の活性化を図りました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高421億79百万円（前年同期比5.3％減）、経常利益13億７

百万円（前年同期比3.0％増）となりました。 

 

（エンジニアリング事業） 

 エンジニアリング事業につきましては、職人不足等による原価高騰に対して、技能工の確保ならびに現場ごとの

管理体制を強化し、利益の確保に努めました。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高103億34百万円（前年同期比11.1％減）、経常利益１億

41百万円（前年同期比19.0％増）となりました。 
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（２）財政状態に関する説明

 当第３四半期連結会計期間末の資産につきましては、現金及び預金が前連結会計年度末に比べ18億86百万円増加

したこと等により、資産合計は前連結会計年度末に比べ47億58百万円増加し、1,406億48百万円となりました。

 負債につきましては、支払手形及び買掛金が前連結会計年度末に比べ20億58百万円増加したこと等により、負債

合計は前連結会計年度末に比べ26億17百万円増加し、970億89百万円となりました。また、有利子負債は、前連結

会計年度末比50百万円減の345億49百万円となりました。

 純資産につきましては、四半期純利益を21億７百万円計上したこと等により、純資産合計は前連結会計年度末に

比べ21億40百万円増加し、435億59百万円となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 今後につきましては、金融資本市場の変動や世界景気の下振れ、為替の変動等による原材料コストの高騰に注意

が必要であります。 

 特に、新築住宅市場においては、資材価格・工事費等の先高観や各種政府の住宅取得支援策による住宅取得マイ

ンドの向上はあるものの、早期の回復は見込めないことが予想されます。 

 そのような環境の下、当社グループにおきましては、さらなる合理化に加え、輸入品を中心とした原材料コスト

の上昇に対して抑制を図るとともに、その一部の売価への転嫁も進め、利益の確保に努めます。また、販売面にお

いては「中期経営計画」に基づき、拡大・成長市場に対しさらなる経営資源の投入を行い、新設住宅着工に依存し

ない経営体質へ強化してまいります。さらに、当社の固有技術を活かして、公共・商業建築分野への攻略を推進し

てまいります。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

該当事項はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 14,096 15,983 

受取手形及び売掛金 36,733 35,954 

商品及び製品 12,789 12,917 

仕掛品 3,312 5,187 

原材料及び貯蔵品 5,054 5,623 

繰延税金資産 1,916 2,422 

その他 2,023 1,915 

貸倒引当金 △273 △280 

流動資産合計 75,652 79,724 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 9,764 9,476 

機械装置及び運搬具（純額） 10,585 9,915 

土地 15,418 15,479 

建設仮勘定 403 1,596 

その他（純額） 2,279 2,238 

有形固定資産合計 38,451 38,706 

無形固定資産    

のれん 836 772 

その他 1,508 1,487 

無形固定資産合計 2,345 2,260 

投資その他の資産    

投資有価証券 13,168 14,893 

退職給付に係る資産 1,627 1,907 

繰延税金資産 2,659 1,212 

その他 2,012 1,927 

貸倒引当金 △125 △58 

投資その他の資産合計 19,342 19,882 

固定資産合計 60,139 60,849 

繰延資産 99 74 

資産合計 135,890 140,648 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 25,019 27,077 

短期借入金 9,304 9,552 

1年内返済予定の長期借入金 3,173 2,763 

未払金 19,863 20,488 

未払法人税等 529 220 

賞与引当金 1,926 1,023 

製品保証引当金 1,733 1,277 

事業構造改善引当金 4 － 

繰延税金負債 16 21 

その他 3,407 5,504 

流動負債合計 64,978 67,931 

固定負債    

社債 10,000 10,000 

長期借入金 11,824 11,964 

繰延税金負債 1,836 2,059 

製品保証引当金 2,337 1,677 

退職給付に係る負債 2,965 2,959 

負ののれん 83 75 

その他 444 421 

固定負債合計 29,492 29,157 

負債合計 94,471 97,089 

純資産の部    

株主資本    

資本金 13,150 13,150 

資本剰余金 11,850 11,850 

利益剰余金 11,679 12,849 

自己株式 △1,180 △2,301 

株主資本合計 35,499 35,548 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,524 2,515 

繰延ヘッジ損益 241 242 

為替換算調整勘定 1,055 1,642 

退職給付に係る調整累計額 △1,165 △1,062 

その他の包括利益累計額合計 1,655 3,337 

少数株主持分 4,264 4,672 

純資産合計 41,419 43,559 

負債純資産合計 135,890 140,648 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 132,092 125,273 

売上原価 100,546 97,046 

売上総利益 31,545 28,227 

販売費及び一般管理費 27,790 25,620 

営業利益 3,755 2,607 

営業外収益    

受取利息 31 49 

受取配当金 219 267 

負ののれん償却額 8 8 

持分法による投資利益 35 29 

為替差益 939 567 

その他 534 642 

営業外収益合計 1,768 1,565 

営業外費用    

支払利息 291 287 

売上割引 127 119 

売上債権売却損 60 57 

その他 90 70 

営業外費用合計 569 534 

経常利益 4,955 3,638 

特別利益    

固定資産売却益 71 6 

投資有価証券売却益 14 5 

特別利益合計 85 12 

特別損失    

固定資産除却損 519 311 

減損損失 － 77 

その他 9 5 

特別損失合計 528 394 

税金等調整前四半期純利益 4,511 3,256 

法人税、住民税及び事業税 523 338 

法人税等調整額 1,286 534 

法人税等合計 1,809 872 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,702 2,383 

少数株主利益 250 275 

四半期純利益 2,451 2,107 

 

- 6 -

大建工業㈱（7905）　平成27年３月期　第３四半期決算短信



（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,702 2,383 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,332 983 

繰延ヘッジ損益 △328 △43 

為替換算調整勘定 662 858 

退職給付に係る調整額 － 102 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 0 

その他の包括利益合計 1,667 1,901 

四半期包括利益 4,369 4,284 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 4,053 3,790 

少数株主に係る四半期包括利益 315 494 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 4,511 3,256 

減価償却費 2,933 3,068 

減損損失 － 77 

固定資産除却損 519 311 

固定資産売却損益（△は益） △71 △6 

投資有価証券売却損益（△は益） △14 △5 

ゴルフ会員権評価損 9 5 

のれん償却額 56 56 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △60 

賞与引当金の増減額（△は減少） △559 △914 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △627 △1,115 

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △23 △4 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △331 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △289 

環境対策引当金の増減額（△は減少） △23 － 

受取利息及び受取配当金 △251 △317 

支払利息 291 287 

為替差損益（△は益） △163 △155 

持分法による投資損益（△は益） △35 △29 

売上債権の増減額（△は増加） △3,278 947 

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,330 △2,256 

仕入債務の増減額（△は減少） 5,385 2,934 

未払費用の増減額（△は減少） △17 △14 

その他 2,035 2,116 

小計 8,017 7,891 

利息及び配当金の受取額 251 317 

利息の支払額 △237 △238 

法人税等の支払額 △978 △659 

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,052 7,311 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △2,483 △2,662 

有形固定資産の売却による収入 422 10 

投資有価証券の取得による支出 △1,653 △234 

投資有価証券の売却による収入 24 34 

子会社株式の取得による支出 △1 － 

その他 △423 △374 

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,115 △3,227 
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    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △585 78 

長期借入れによる収入 1,700 1,700 

長期借入金の返済による支出 △1,830 △1,970 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △30 △32 

自己株式の取得による支出 △0 △1,121 

配当金の支払額 △941 △929 

少数株主への配当金の支払額 △37 △86 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,726 △2,361 

現金及び現金同等物に係る換算差額 73 152 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,285 1,874 

現金及び現金同等物の期首残高 10,596 14,096 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 12 

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,881 15,983 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 当社は、平成26年５月12日及び平成26年11月７日開催の取締役会決議に基づき、合計3,963,000株の自己株式を取

得いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が11億20百万円増加し、当第３四半期連結

会計期間末において自己株式が23億１百万円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

 
住空間 
事業 

エコ事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 69,423 44,519 11,618 125,560 6,532 132,092 － 132,092 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

500 3,862 2,116 6,479 317 6,797 △6,797 － 

計 69,923 48,381 13,734 132,039 6,849 138,889 △6,797 132,092 

セグメント利益又は
損失（△） 

3,605 1,269 118 4,993 △38 4,955 － 4,955 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

 
住空間 
事業 

エコ事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 64,343 42,179 10,334 116,856 8,417 125,273 － 125,273 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

469 3,491 1,624 5,586 325 5,912 △5,912 － 

計 64,812 45,670 11,958 122,442 8,743 131,185 △5,912 125,273 

セグメント利益 2,179 1,307 141 3,628 9 3,638 － 3,638 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおり

ます。

２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 「その他」セグメントにおいて、当第３四半期連結会計期間に遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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